
別記様式第８号

基準年
(計画策定時)
平成28年

目標年

令和元年
目標値 達成率

福山市
農業協同組合

H29
援農隊を結成し、トマト・ぶどう等の
収穫労力の確保を図る（現状0名登
録→目標4名登録）

0組織
登録0人

1組織
登録22人

1組織
登録4人

組織100%
登録者550%

労働力供給システム（援農隊）を構築・組
織し、目標以上の人数を登録しており、成
果目標を達成している。

徳島県 H29
援農隊を結成し、ほうれんそう等の
収穫労力の確保を図る（現状0名登
録→目標20名登録）

0組織
登録0人

1組織
登録19人

1組織
登録20人

組織100%
登録者95%

労働力供給システム（援農隊）を構築・組
織し、目標の９割超の人数を登録してお
り、成果目標を概ね達成している。

援農隊マッチング支援事業（地区推進事業）に関する事業評価票

事業実施主体
名

事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

地方農政局長等の意見



別記様式第9－１号

基準年度

平成28年度

1年目

平成29年度

2年目

平成30年度

目標年度

令和元年度
目標値 達成率

労働力確保戦略
センターの設置 未設置 設置 － － － 100%

産地内で必要とさ
れている労働力
の100％確保

5人/年 34人/年 51人/年 51人/年 55人/年
（延べ雇用数）

93%

評価観点ごとの所見

ａ成果目標が達成されているか。

ｂ計画に則した取組が行われたか。

ｃ予算の執行が適正に行われたか。また予算に見合った成果が出たか。

＜記載要領＞  
  １　評価観点ごとの所見欄には、ａ、ｂ、ｃそれぞれの観点からの所見を記載する。
　２　総合評価欄には、評価観点ごとの所見欄を踏まえて、Ａ、Ｂ又はＣのいずれかに○を付ける。
  ３　総合所見欄には取組全体について総合的な所見を記載する。
  ４　具体的な取組内容欄は、事業実施状況報告書に準ずる。
  ５　事業費は決算額を記入する。

　農業労働力最適活用支援事業（地区推進事業）に関する事業評価票

都道府
県名

市町村
名

事業実施
主体名

事業実
施

初年度

成果目標の具体
的な内容

成果目標の達成状況

　Ｂ　：　計画どおりの成果が見られる。

　Ｃ　：　計画どおりの成果がみられない。

愛媛県 西条市
西条市農業
労働力確保
戦略協議会

H29年
度

具体的な取組内容

総合所見

　西条市では、ニーズの高い加工・業務用のたまねぎ及びさといもの栽培面積拡大を図っているが、
定植や収穫、出荷調製等の作業にかかる繁忙期の労働力不足が大きな障壁となっている。このた
め、新たな労働力の開拓等を産地ぐるみで講じることにより、労働力の確保、ひいては生産規模の拡
大を図るべく、市・JA・県（地方局）等で協議会を構成し、本事業を実施した。
　成果目標については、労働力確保戦略センターを設立し、目標値（年間延べ雇用者数）も達成率
93%と概ね達成している。なお、実質の労働力については、雇用形態の見直し等により、必要な労働
力を確保している。
　事業の実施についても、計画に基づき労働力確保戦略センターの設立、労働力の確保・育成、労働
力等のデータベース化及びマッチング等の必要な内容を実施している。
　また、西条市の加工・業務用たまねぎの栽培面積も平成27年度の4haから令和元年度の40haと規
模を拡大している。

評価　Ｂ：計画どおりの成果が見られる。
　成果目標については、労働力確保戦略センターを設立し、年間延べ雇用者数が目標55人/年に対し実績51人/年（達成率93%）と
概ね達成している。なお、実質の労働力については、これまでの半日勤務からフルタイムで働ける者の割合を増やす等の雇用形態
の見直しを行っており、労働力自体は充足している。

評価　Ｂ：計画に基づき実施されている。
　事業の実施についても、計画に基づき労働力確保戦略センターの設立、労働力の確保・育成、労働力等のデータベース化及び
マッチング等の必要な内容を実施している。

評価　Ｂ：適正に執行されている。
　予算についても、計画に基づく事業実施に伴い、適正に執行されている。また、成果目標を概ね達成し、西条市の加工・業務用た
まねぎの栽培面積も平成27年度の4haから令和元年度の40haと規模を拡大していることから、予算に見合った成果が出ている。

（１）労働力確保戦略センターの設立等
・労働力確保戦略センターの設立
・会議の開催により情報共有し、地域の状況を把握
・JA・生産部会への要望調査（求人ニーズ）により地域の状況を把握

（２）労働力の確保・育成
・パンフの作成・配布、市HP・フェア・説明会等による被雇用者募集
・被雇用者に対する作業研修を実施

（３）労働力等のデータベース化及びマッチング
・被雇用者のデータベース化・マッチングの実施
・活動内容等に関する情報収集
・他産地との意見交換による広域連携・労働力融通に向けたマッチング試行

事業費（円）
H29　5,026,312円
H30　2,176,380円
 計 　7,202,692円

総合評価

　Ａ　：　計画以上の成果が見られる。


